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Ⅰ はじめに －簡単な自己紹介－
■専門分野：経済地理学－産業立地と地域経済の理論・実態・政策－

■略歴 1985年：東京大学大学院修了→西南学院大学（福岡市）

1997年～2022年：東京大学教養学部（駒場）人文地理学教室

2018年～2022年：東京大学地域未来社会連携研究機構長

2022年4月～福井県立大学地域経済研究所（永平寺町）

■本報告に関連した仕事
・編著『日本のクラスター政策と地域イノベーション』（東京大学出版会, 2013年）

編著『産業集積地域の構造変化と立地政策』（東京大学出版会, 2018年）

共編著『日本の先進技術と地域の未来』（東京大学出版会, 2022年）

・内閣府：「地域活性化プラットフォーム」産業集積（主査）（2014年～19年）

・経済産業省：地域経済産業グループ地域経済研究会等（2003年～ ）

産業構造審議会委員・地域経済産業分科会会長（2015年～）

・「まち・ひと・しごと創生本部」（2014年～）：基本政策検討チーム、交付金評定
委員、RESAS（地域経済分析システム）専門委員、第1期検証会座長等
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図1 経済基盤説と基盤産業の類型

出所： 松原作成．

Ⅱ 包摂的成長と地域について

注：最近のEUの地域政策では、
スマート・スペシャリゼーションや
関連多様性と非関連多様性の
議論が盛んになされている。
また、シティ・リージョン内での
貧困地区への対応を包摂的成長
の施策として掲げている事例がある。
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図２ 地域間格差に関する均衡論と不均衡論

出所： 松原作成．

地域Ａ 地域Ｂ

農業と工業の不均等発展

都市と農村との対立

所得労働力・

都市・工業地域

中心
地域

周辺
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a  新古典派地域経済成長モデル（ボーツ・スタイン, 1964)

b  内生的成長理論（バロー・サラ-イ-マーティン, 1995)

c  マルクス主義

地域内の技術革新

d  クルーグマン(1991)の地理的集中モデル

収穫逓増に伴う集積過程

産業
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図3 経済圏の階層性と重層性
注： θbとθlは, それぞれ圏域Ｂ, Ｌの形成に関わる輸送費や交通費などの空間的抵抗の

大きさを示す．図中には示していないが, 圏域Ｎ, Rに関わって, θn, θrをも想定すること
ができる．

出所： 松原作成．
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図４ 産業立地政策の変遷 （経済産業省資料をもとに作成）
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臨海部における

重化学工業の推進

太平洋ベルト

地帯構想（60）

工業等制限法

（59→02廃止）

新産業都市

建設促進法

（62→01廃止）

工業整備特別

地域促進法

（64→01廃止）

1970・80年代

地方分散の促進・
均衡ある発展

工業再配置促進法

（72→06廃止）

工場立地法

（73→）

テクノポリス法

（83→05廃止）

頭脳立地法

（88→05廃止）

地方拠点法

（92→）

1990年代
空洞化防止と新
規成長分野の発
展促進

地域産業集積
活性化法

（97→07廃止）

新事業創出
促進法（98）

中小企業
新事業
活動促進法
（05→）

2001年～
競争力のある地域
産業・企業の発展
支援

産業クラスター
計画

（2001～09）
知的クラスター
創成事業

（2002～11）
企業立地
促進法

（2007～17）
地域未来投資
促進法
(2017～）

Ⅲ 日本の産業立地政策の変遷と課題
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■産業立地政策の転換の中での位置づけ

①工業等の地方分散を基調とした政策から、

地域の自立・国際競争力を重視した政策へ

②中央政府による業種および地域指定から、

地方分権の下で地方公共団体主導の政策へ

③圏域についても、指定地域の圏域から、

産業クラスター計画では地方経済産業局の管轄区域へ、

そして企業立地促進法からは都道府県もしくは市町村へ
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図５ 新産業都市・工業整備特別地域とテクノポリス
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出所：『地域統計要覧』および
通商産業省資料より松原作成。
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広域型

１県１地域型

県内分割型

１市単独型

折衷型

図６ 集積地域設定の地域差 （経済産業省資料より東京大学松原宏研究室作成）

■法律の正式名称
「企業立地の促進等による
地域における産業集積の
形成及び活性化に関する法律」

■基本理念（第二条）
「地域における産業集積の形成及び活性化は、・・・中
略・・・地域における自然的、経済的及び社会的な特性
に適合し、かつ、当該地域において産業集積の核とな
るべき業種について、集中的かつ効果的に施策を講じ
ることを旨として、行われなければならない。」

企業立地促進法

注：この他、ブリッジ型も

①広域連携・・・ 大都市圏に多い
②１県１地域・・・北陸、中四国、九州に多い
③県内分割・・・ 東北、中部に多い
④ １市単独・・・ 関西に多い
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市町村

地方ブロック圏域

国の
承認国の同意 国の同意

都道府県

承認

民間事業者による
地域経済牽引事業

市町村

都道府県

承認

民間事業者による
地域経済牽引事業

②① ② ③ ①③

④ ④

基本計画 基本計画連携支援計画

⑤ ⑤

支援
機関

支援
機関

図７ 地域経済牽引事業計画の承認スキーム
注）図中の○は各地域経済牽引事業を示し、番号は以下の事業例を示す。
①先端ものづくり分野、②農林水産、地域商社、③第４次産業革命関連
④観光、スポーツ、文化、まちづくり関連、⑤ヘルスケア、教育サービス等。

出所）「地域未来投資促進法案について」（経済産業省地域経済産業グループ 2017年2月28日）
をもとに松原作成。

事例：山陰地域の連携支援計画：島根県機械金属関連産業支援計画
鳥取県先端技術活用促進連携支援計画、食のみやこ鳥取づくり連携支援計画

県境を越えた連携支援計画の事例：北陸地域の工作機械産業高度化連携支援計画
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図８ 地域経済の縮小化と政策的課題 （松原作成）
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Ⅳ おわりに
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